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て，日本の「雇用機会の創出・喪失（job creation and destruction）」の動向を景気循環との関係に着目し
て実証的に分析することである．“job creation”および “job destruction”は， DavisとHaltiwangerによ
るアメリカ製造業に関する一連の実証研究 (Davis and Haltiwanger, 1990, 1992, Davis, Haltiwanger and
Schuh, 1996, など)を中心に注目されることとなった概念であり，マクロ経済学や労働経済学の研究に大
きな影響を与えてきた（たとえば，Davis and Haltiwanger, 1999 や Mortensen and Pissarides, 1999 に
よる展望論文を参照）．
実証的な計測において用いられる “job creation”および “job destruction”の定義は，上記のDavis=Halti-
wangerの論文で与えられているが，そこには彼らが用いたデータの性質が反映されており，概念上の定義と













































Pissarides (1994)，Burda and Wypolosz (1994)，Galibaldi (1998) のように労働移動に摩擦があることを考慮したモデルを構
築する場合には，就業者を得ている雇用機会のみを「雇用機会」とし「欠員」と区別している．これは，説明すべき性質は計測上の


























われわれが利用するデータは，労働省「雇用動向調査」の 1986年から 1998年までの 13年間について
の「事業所票」個票データである（したがって，われわれの分析における生産単位は事業所である）．6　








3Genda (1998)および樋口・新保 (1998)は，本稿と同じく「雇用動向調査」の個票を用いた分析である．前者は 1991～95年，


























標本事業所 i (i = 1, 2, · · · , N ; N は標本事業所総数)の各期初の雇用者数を上期・下期各々Lif,B , Lis,B
とし，各期末の雇用者数を Lif,E , L
i
s,E とする．
















































辺 2番目の中括弧内第 1項は，上期において事業所グループ iの事業所数が事業所開廃によって変化した
なお，「常用労働者」の定義は，「期間を決めずに又は 1ヵ月を超える期間をきめて雇われている者」および「臨時又は日雇い労働

































11なお，前述の Davis=Haltiwanger の研究で主として使用されたデータ（Longitudinal Research Database[LRD]，詳細は
























このような操作によって除外される標本事業所数は，たとえば 1998 年においては，(1)の理由によるものは 373 事業所，(2) の理
由によるものが 1,534事業所，(3)の理由によるものが 1,901事業所である．3つの除外理由が重複して適用される事業所があるた
め，上期 11,613 事業所，下期 11,415 事業所の総標本数から，除外されずに残る事業所は 9,642 事業所となる．ここから官公営の
















s,E,t −M if,tLif,B,tと再定義する．この定義と (1)式左
辺の雇用純増率の定義M is,tL
i
s,E,t −M is,t−1Lis,E,t−1の違いは，前者が t年上期の事業所開廃による雇用純



























































る性質である．平均でみた雇用機会の創出率は 10.2%，喪失率は 6.6%となり，雇用純増率は 3.6%である．
創出率と喪失率の変動は存続事業所によるものと比べて大きい一方，負の相関関係は弱くなる（相関係数
−0.64）．このうち，事業所開廃による部分のみに着目すると，雇用機会の創出率と雇用純増率の相関係












































は，樋口・新保 (1998)では各々3.6%と 3.4%，玄田 (1999)では 4.5%と 3.7%となっている．これらの数
値と比べると，われわれの推計結果の 1991年から 94年の平均での事業所開廃による雇用機会の創出率
は 6.9%となって 2～3%ポイント程度高く，喪失率は 1.8%となって 2%ポイント程度低くなる．これらの





















Davis and Haltiwanger (1990) は，アメリカの製造業について，雇用機会の創出率は景気と順相関，喪
失率は逆相関するが，その変動は喪失率のほうが大きく，とくに不況期に喪失率が大きく上昇することに
比べて，創出率の低下は緩やかであるという特徴があることを示した．19　 Davis=Haltiwangerは雇用







Davis and Haltiwanger (1990)，Caballero and Hammour (1994)， Mortensen and Pissarides (1994) を
あげることができる．Davis and Haltiwanger (1990) では，雇用機会の創出は，労働者の移動や訓練・教
育などの理由で，生産のために利用できる時間を減少させる活動であるとみなす．そのため，雇用機会創
出のための機会費用が相対的に低い不況期に，生産性の低い部門から高い部門への労働再配分が進行する














































「雇用動向調査」を利用した Genda, Pazienza, and Signorelli (2001) や 樋口・新保 (1998) 等によっても
すでに確認されていることである．Genda, Pazienza, and Signorelli (2001) においては，存続事業所の雇
用機会の創出率・喪失率の変動の対称性が，それらに対する「マクロ的ショック（“aggregate shocks”）」




















質を示すものとして受け入れた場合には，アメリカ（たとえば，Davis, Haltiwanger and Schuh, 第 2章，
















































































































































出が多いことがさまざまなかたちで指摘されているが（たとえば，水野, 1983, Tsukuda and Miyakoshi,
1999），表 2の結果はそれが雇用機会の創出・喪失がもたらしている可能性が高いことを示唆している．

















業については 36%，雇用機会の喪失に占める割合は前者が 20%，後者が 37%である．このように，存続
事業所について，雇用機会の創出・喪失の大きな割合が，とくに小規模企業から生じていることは，玄田











が不況期に，より顕在化するため雇用機会の再配分が進むという，Davis and Haltiwanger (1990) などに
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平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
10.19% 1.56% 0.94　 -0.64 4.16% 0.52% 0.97　 -0.86 　
　 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数







採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
4.57% 7.85% 0.97% 1.72% 0.07% 0.11% 0.01 0.81 0.68 0.42 0.69 0.51
　 　
注：　表中の (1)欄および (3)欄は，事業所開廃と存続事業所によるものを合わせた場合の 1991年から 1998年までについての統計






　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.75% 1.62% 0.54 0.15 3.25% 0.85% 0.96 -0.84 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
7.57% 2.06% -0.75　 3.54% 0.86% -0.96　 　
企業規模　 300人から 999人
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.37% 2.17% 0.93　 -0.68 3.81% 1.32% 0.94 -0.42 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
7.17% 1.79% -0.90　 3.39% 0.66% -0.71　 　
企業規模　 100人から 299人
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.79% 1.14% 0.86　 -0.22 4.06% 0.61% 0.77　 -0.19 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
6.37% 0.81% -0.41　 3.27% 0.62% -0.77　 　
企業規模　 30人から 99人
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
9.96% 2.30% 0.99　 -0.87 4.03% 0.76% 0.88　 -0.40 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
5.96% 1.10% -0.94　 4.09% 0.60% -0.79　 　
企業規模　 5人から 29人
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
13.02% 2.97% 0.98　 -0.72 5.21% 0.61% 0.91　 -0.70 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数







採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
6.85% 4.81% 3.43% 2.23% 0.09% 0.07% 0.87 0.81 0.66 0.64 0.32 0.13
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
8.38% 5.59% 2.29% 1.34% 0.24% 0.16% 0.66 0.66 0.77 0.12 0.53 0.26
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
9.98% 6.64% 1.32% 0.67% 0.22% 0.14% 0.40 0.26 0.63 -0.05 -0.44 -0.26
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
9.52% 5.94% 0.79% 0.40% 0.15% 0.07% 0.94 0.81 0.60 -0.24 0.31 0.11
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
9.90% 4.89% 0.33% 0.18% 0.10% 0.03% 0.80 0.42 0.38 0.43 0.16 -0.04
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
4.43% 9.40% 0.13% 0.36% 0.04% 0.06% 0.41 0.85 0.02 0.29 0.75 0.34




　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
10.61% 4.92% 0.91 0.49 3.17% 1.66% 0.70 -0.31
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
6.41% 2.04% 0.09 5.56% 2.69% -0.90　 　
建設業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
14.10% 4.75% 0.99　 -0.70 5.69% 0.76% 0.80 -0.55 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
5.81% 1.37% -0.81 5.10% 1.36% -0.94　 　
製造業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.01% 1.57% 0.39 0.29 3.21% 0.56% 0.95　 -0.80
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
7.03% 2.27% -0.77 4.03% 0.57% -0.95　 　
電気・ガス・熱供給・水道業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
5.46% 1.93% 0.78　 -0.57 2.36% 1.60% 0.69　 0.21 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
5.17% 4.26% -0.96　 1.98% 1.41% -0.57　 　
運輸・通信業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.32% 2.17% 0.89　 -0.30 3.91% 0.75% 0.64　 0.02 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数







採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
5.63% 2.99% 0.87% 0.44% 0.19% 0.05% 0.84 0.44 0.72 0.12 0.69 0.17
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
10.21% 5.07% 1.13% 0.60% 0.10% 0.06% 0.55 0.17 0.46 0.50 -0.16 0.09
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
7.11% 4.39% 0.92% 0.49% 0.12% 0.07% 0.97 0.96 0.66 0.88 -0.03 0.45
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
2.91% 2.03% 7.33% 5.89% 0.19% 0.14% 0.25 0.27 0.87 -0.08 0.05 0.17
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
7.73% 4.98% 2.42% 1.29% 0.10% 0.06% 0.65 0.49 0.68 0.34 0.00 0.07
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）





　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
10.36% 3.10% 0.96 -0.34 4.48% 1.15% 0.94 -0.62 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
6.14% 1.02% -0.58　 4.32% 0.71% -0.84　 　
金融・保険業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
8.37% 3.47% 0.56　 -0.17 3.38% 0.86% 0.81 -0.47 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
9.07% 7.04% -0.91　 4.13% 1.15% -0.90　 　
不動産業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
17.09% 11.12% 0.88　 0.10 5.73% 1.56% 0.63　 -0.35 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数
10.50% 5.67% -0.38　 5.84% 3.84% -0.95　 　
サービス業
(1)　雇用機会の創出率 (2)　存続事業所による雇用機会の創出率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率 平均 標準偏差 雇用純増率 雇用機会の喪失率
　　 　　　　 との相関係数 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数 との相関係数
12.55% 2.42% 0.84　 0.01 4.81% 0.55% 0.87　 -0.40 　
(3)　雇用機会の喪失率 (4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
　　 　　　　 　　 　　　　
平均 標準偏差 雇用純増率 平均 標準偏差 雇用純増率
　　 　　　　 との相関係数 　　 　　　　 との相関係数







採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
9.38% 5.74% 1.92% 1.13% 0.12% 0.06% 0.83 0.72 0.41 0.03 0.47 0.31
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
7.62% 5.11% 3.79% 2.97% 0.13% 0.06% 0.75 0.63 0.29 0.20 -0.24 -0.26
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
13.04% 8.30% 2.30% 1.57% 0.61% 0.31% 0.74 0.56 0.03 -0.12 -0.23 0.28
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）




採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
11.59% 7.32% 1.20% 0.74% 0.24% 0.15% 0.79 0.59 0.28 0.20 0.02 0.07
(4)　存続事業所による雇用機会の喪失率
内訳平均 内訳と雇用機会の喪失率との相関係数
採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率 採用率 離職率 転入率 転出率 出向率 出向率
（入） （出） （入） （出）
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